
 

 

 

平成２３年度 

公務員人件費 
 

（ 政 府 案 ） 

 

 

 

 

平成２２年１２月 

財 務 省 主 計 局 



国の人件費の姿（平成23年度予算政府案）国の人件費の姿（平成23年度予算政府案）

国家公務員
の人件費

51,605億円
（▲190億円）

退職
手当

4,148億円

国共済
負担金等

9,418億円

国家公務員
の給与費

37,642億円

国が負担する
人件費

75,320億円
（▲330億円）

23,714億円

義務教育費
国庫負担金等

○ 22’人勧による給与改定の影響

 

▲510億円程度

○ 定員純減の影響

 

▲200億円程度

○ 年齢構成の変化等に伴う増減

 

＋320億円程度

○ 義務教育費国庫負担金の減

 

▲270億円程度

○ 子ども手当（国家公務員分）の増

 

＋140億円程度

その他
398億円

○ 基礎年金拠出金国負担分の増

 

＋150億円程度

○ 恩給期間にかかる追加費用の減

 

▲140億円程度

○ 短期負担金の減

 

▲70億円程度

義務教育費国庫負担金等：23,855億円⇒23,714億円（▲140億円）

国家公務員の給与費：38,048億円⇒37,642億円（▲406億円）

退職手当：3,974億円⇒4,148億円（+174億円）

国共済負担金等：9,420億円⇒9,418億円（▲３億円）

（月例給▲0.19%、ボーナス▲0.20月）

※上記の3項目は、退職手当、国共済負担金等への影響も含んだ増減額。

注1）計数は、四捨五入しているため、計において一致しないことがある。

注2）増減要因は概数での分析のため今後変更の可能性あり。

【主な増減要因】
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公 務 員 人 件 費

公務部門（国＋地方）の人件費（純計）

22年度

23年度

▲2.6万人

国・地方を通じて、給与・定員両面から取組を推進 国・地方合わせた公務部門全体で▲4千億円程度の削減（純計ベース）

（注１）公務部門の人件費は、国が負担する人件費と地方公務員の人件費の合計

 
から重複分を除いた純計。
（注２）地方公務員の人件費は、地方財政計画または地方財政収支見通しにおけ

 
る給与関係経費。

22年度 23年度 増減

公務部門の
人件費

27.6兆円 27.2兆円 ▲0.4兆円

国が負担する
人件費

7.6兆円 7.5兆円 ▲0.03兆円

地方公務員
の人件費

21.7兆円
（地方財政計画）

21.3兆円
（地方財政収支見通し）

▲0.4兆円

地方公務員

237.7万人

国家公務員

56.4万人

地方公務員

235.1万人

国家公務員

56.1万人

（注1）国家公務員は、年度末定員。ただし、自衛官については実員数で計算。
（注2）地方公務員は、22年度は地方財政計画、23年度は地方財政収支見通

しにおける給与関係経費計上の職員数。

（参考）公務員の給与改定に関する取扱いについて（抄）

 

平成22年11月1日

 

閣議決定

１

 

一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与については、去る８月１０日の人事院勧告どおり改定を行うものとする。

（略）

４

 

国家公務員の給与改定については、次期通常国会に、自律的労使関係制度を措置するための法案を提出し、交渉を通じた給与改定の実現を図る。な

お、その実現までの間においても、人件費を削減するための措置について検討し、必要な法案を次期通常国会から、順次、提出する。

・

 

国家公務員の定員は▲2,480人（▲0.4％）
（行政機関▲1,300人、自衛官▲1,217人、裁判所45人）

・

 

地方公務員の定員は▲2.6万人（▲1.1％）。

○ 公務員の人数

▲0.2万人
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